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地域の小児がん診療
を行う連携病院

特定のがん種、放射線治療
を行う連携病院

長期フォローアップ
を行う連携病院

連携病院のミニマムリクワイアメントはあるが
指定要件は各ブロックによってバラバラである

110 施設 14 施設 47 施設

小児がん連携病院

2020.4現在

地域の「質の高い医療及び支援を提供するための一定程度の医療資源の集約化」を図るため
に、それぞれの類型ごとに、小児がん連携病院を指定することができる。

（2018.7.31 健発0731第２号 厚生労働省健康局長通知より）

問題点



小児がん連携病院QI
2020年測定項目 (2019年分）

:構造指標 :過程指標 :結果指標

小児がん連携病院146施設のうち、類型１(拠点病院と同等の機能を有する病院)となる110施

設を対象とした。

QI研究参加を表明した105施設（95.5%）からの構造指標データ、連携状況うを、2021年5月に

収集し解析した。
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連携病院(n=103)の小児がん患者診療数（小児がん専門医数別）
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小児がん患者数（専門医数別）

0人 １人 ２人 ３人 ４人以上

専門医の数が少ない連携病院は57施設あり、全体
の56%である。そのような施設で診療されている小児

がん患者数は全体の43％にものぼる。

専門医数が少ない連携病院で
もそれなりの数の小児がんが診
療されていることが問題。

施設数



連携病院(n=103)の小児がん患者診療数/小児がん手術数
（小児がん認定外科医数別）
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小児がん認定外科医がいない連携病院は58施設(62%)あり、そのような施設で診療されている
小児がん患者数は全体の54％にものぼる。さらに、小児がん認定外科医がいない施設で52％
の手術が行われている。しかし、この中には、他院から応援を頼んだ手術や脳神経外科などの

手術が含まれている可能性があり、精査が必要である。



指標７ 緩和医療認定医・専門医・指導医数
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全体 小児施設

緩和医療認定医・専門医・指導医が配置されていない病院は全体の1/4ある。そのうちの32%
は小児施設であり、小児施設の中では９施設中８施設（88%）で配置されていない。小児施設で
の配置を高めるには、がんに限らず、非がんにおいても診療報酬が算定できるような仕組み作

りが必要であると考えられる。
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指標8 療養支援担当者数
(HPS・CLS・子ども療養支援士の総計)
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大学病院・総合病院 小児病院

成人施設では、HPS・CLS・子ども療養支援士などの療養支援担当者が配置されていない割合
が70%にも上っている。小児病院でも、1/3の施設で療養支援担当者が配置されていないが、成

人施設と比較して配置が進んでいる印象がある。



指標９ 小児がん相談員専門研修修了者数

０人

52施設
(51%)１人
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2人
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小児がん相談員がいない連携病院は52施設(51%)あり、そのような施設で診療されている小児
がん患者数は全体の44％と多い。小児がん相談員研修は連携病院の選定条件には必須でな

いブロックが多いため、設置が進んでいないことがひとつの課題である。



連携病院小児がん相談員の地域分布

小児がん相談員の地域分布（全体）

関東甲信越

40.1%

中四国

近畿

18.2%

13.9%

東海北陸

8.5%

九州

8.2%
東北
8.0%

北海道 3.1%

関東甲信越

43.0%

中四国

近畿

18.5%

8.0%

東海北陸

11.0%

九州

10.5%

東北

7.0%

北海道 2.0%

小児がん患者数

小児がん相談員の地域分布は、小
児がん患者数の地域分布とほぼ
同じであり、相談員数は全体的に
適正配置が行われていると考えら

れる。

小児がん相談員の地域分布

N=351



小児がん相談員の拠点/連携比 連携病院の小児がん相談員配置

小児がん相談員を配置できていない病院

小児がん拠点病院

小児がん連携病院
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小児がん相談員の配置については地域差がある。関東甲信越ブロックは連携病院でも比
較的は小児がん相談員の配置が進んでいるが、連携病院選定に必須条件となっているこ
とと、研修会場への利便性によるものが考えられる。北海道ブロックは連携病院の類型か
ら小児がん相談員が少ないことが推測される。東海ブロックは拠点病院には配置が多いも

のの、連携病院での配置が比較的少ないことが課題である。



• 小児がん専門医の数が少ない連携病院は57施設（56%）あり、全体の43％の小児が
ん患者は専門医のいない施設で診療されている。

• 小児がん認定外科医がいない連携病院は58施設(62%)あり、そういった施設で全体
の52％の手術が行われているが、手術の種類に関しての精査が必要である。

• 緩和医療認定医等が配置されていない連携病院は全体の1/4ある。小児施設での
配置が遅れており、CLIC研修の普及も遅れている。

• 小児病院における療養支援担当者の配置は、成人病院と比較して進んでいた。

• 小児がん相談員は、全体的に適正配置が行われているが、連携病院の中で、小児
がん相談員のいない連携病院が52施設(51%)あり、地域差も大きい。

ここまでのまとめ



１.  患者紹介はできているのか

紹介を行なった病院数

紹介を行なった病院

89施設 (85.6%)

15施設
(14.4%)

紹介先別患者のべ数

n=104 n=1467

拠点病院以外への紹介

1199名 (81.7%)

268名
(18.3%)

拠点病院
への紹介



２.  患者紹介を受け入れているのか

紹介を受け入れた病院数

紹介を受け入れた病院

96施設 (93.2%)

7施設
(6.8%)

紹介もと別患者のべ数

n=103 n=1883

拠点病院以外からの紹介

1773名 (94.2%)

110名
(5.8%)

拠点病院
からの紹介



1/4の小児がん患者がセカンドオピニオンの機会がない可能性がある

セカンドオピニオンを利用した病院数

セカンドオピニオンを
利用した病院

70施設 (67.3%)

34施設
(33.7%)

小児がん患者診療数

n=104 n=1908

491名
(25.7%)

セカンドオピニオンを
利用していない病院

セカンドオピニオンを
利用していない病院

セカンドオピニオンを
利用した病院

1417名 (74.3%)

３.  セカンドオピニオンは利用されているか



小児がん患者診療数からみたセカンドオピニオンの割合

19.0 16.5 17.9 22.1 15.9
8.4

小児がん患者診療数は、情報公開資料から新入院患者数で代用したため、上記の割合は正
確なものではないが、地域の格差という点においては比較可能と考える。



国立成育医療研究センターにおけるセカンドオピニオン（全診療科）



• 小児がん連携病院は、地域によって選定要件は異なり、これまで医療
の質を評価することができていなかった。今回の解析によって、小児
がん連携病院での医療は比較的小規模で、構造的に十分ではないこ
とが明らかになり、大学病院・総合病院と小児病院では、小児がん医
療に関わる人員配置が大きく異なることも示された。

• より集約化を進める必要性があると考えられたが、連携病院同士で連
携することで、その地域の小児がん医療を分担している可能性もあり
、さらなる精査が必要である。

まとめ




